
告 示

�愛媛県告示第１３０８号
不当景品類及び不当表示防止法に基づく立入検査等従事職員の身分証明書（昭和４７年１２月愛媛県告示第１１７３号）の一部を次のように改正

し、平成２６年１２月１日から施行する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）第９条

第２項の規定に基づく立入検査等に従事する職員の身分を示す証明

書は、次のとおりとする。

（表）

不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）第９条

第３項の規定に基づく立入検査等に従事する職員の身分を示す証明

書は、次のとおりとする。

（表）

省略

上記の者は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７

年法律第１３４号）第９条第１項の規定により、立入検査

省

略

省略

上記の者は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７

年法律第１３４号）第９条第２項の規定により、立入検査

省

略

毎週（火・金）曜日発行 第２６２７号 平成２６年１１月２８日
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愛 媛 県 報
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又は質問をする職員であることを証明する。

省略

又は質問をする職員であることを証明する。

省略

省略

（裏）

省略

（裏）

省略

（報告の徴収及び立入検査等）

第９条 内閣総理大臣は、第６条の規定による命令又は前条

第１項の規定による勧告を行うため必要があると認めると

きは、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係

のある事業者に対し、その業務若しくは財産に関して報告

をさせ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又

はその職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関

して関係のある事業者の事務所、事業所その他その事業を

行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項 の規定により立入検査をする職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項 の規定による権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

（権限の委任等）

第１２条 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定め

るものを除く。）を消費者庁長官に委任する。

２～１０ 省略

１１ 第１項の規定により消費者庁長官に委任された権限に属

する事務の一部は、政令で定めるところにより、都道府県

知事が行うこととすることができる。

（罰則）

第１７条 第９条第１項の規定による報告若しくは物件の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をした者は、１年以下の懲役又は

３００万円以下の罰金に処する。

第１８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人

その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関し

て、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、当該各号に

定める罰金刑を科する。

� 省略

� 前条 同条 の罰金刑

２ 法人でない団体の代表者、管理人、代理人、使用人その

他の従業者がその団体の業務又は財産に関して、次の各号

に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

省略

（報告の徴収及び立入検査等）

第９条 省略

２ 都道府県知事は、第７条の規定による指示又は前条第１

項の規定による請求を行うため必要があると認めるとき

は、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係の

ある事業者に対し景品類若しくは表示に関する報告をさ

せ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又はそ

の職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して

関係のある事業者の事務所、事業所その他その事業を行う

場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

４ 第１項又は第２項の規定による権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

（罰則）

第１７条 第９条第２項の規定による報告若しくは物件の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をした者は、５０万円

以下の罰金に処する。

第１８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人

その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関し

て、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、当該各号に

定める罰金刑を科する。

� 省略

� 第１６条又は前条 各本条の罰金刑

２ 法人でない団体の代表者、管理人、代理人、使用人その

他の従業者がその団体の業務又は財産に関して、次の各号

に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号

９９９
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�愛媛県告示第１３０９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ハローズ中寺店

今治市中寺字宮ノ下９６５番１ 外２０筆

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ハローズ

広島県福山市南蔵王町六丁目２６番７号

代表取締役 佐藤 利行

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ハローズ

広島県福山市南蔵王町六丁目２６番７号

代表取締役 佐藤 利行

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２７年７月１５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３，３１３平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１４２台

イ 駐輪場の収容台数

１０１台

ウ 荷さばき施設の面積

９６平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

５５．５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成２６年１１月１４日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１３１０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

か、その団体に対しても、当該各号に定める罰金刑を科す

る。

� 省略

� 前条 同条 の罰金刑

３ 省略

か、その団体に対しても、当該各号に定める罰金刑を科す

る。

� 省略

� 第１６条又は前条 各本条の罰金刑

３ 省略

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号

１０００
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�愛媛県告示第１３１１号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３１２号
平成２６年９月２６日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

有限会社太陽フ
ァーム

愛媛県西予市三瓶町
朝立７番耕地１２２番
地１

愛媛県北宇和郡松野
町大字上家地５７番１
ほか２３筆

３２，３６８

２ 認可年月日

平成２６年１１月１９日

�������
�愛媛県告示第１３１３号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町本組１０７９、１０８０、１０８６から１０９０まで、１１２７、

１１２８、１１３３から１１３９まで、１１４８から１１５３まで、１１７７から１１７９まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

本組１０７９・１０８０・１０８７・１１２８・１１３３から１１３５まで・１１３７・

１１３９・１１５２・１１７７から１１７９まで（以上１３筆について次の図に

示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び久万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３１４号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

喜多郡内子町寺村３０４７の１、３０６０、３０６１、３０６４

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター山越店 松山市山越三丁目７７
２番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

開店時刻 午前９時
閉店時刻 午前０時 ２４時間 平成２６年

１２月２０日
平成２６年
１１月１９日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
前０時１５分まで ２４時間

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２９
年１１月
４日

愛媛県
第１２７５
号

混合有
機質肥
料

スーパ
ー有機
ＤＸ

窒素全
量１．７
りん酸
全量
４．５

加里全
量３．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

有限会社宇摩ポ
ウトリー
愛媛県四国中央
市土居町津根４３
９２
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寺村３０４７の１・３０６０・３０６１・３０６４（以上４筆については次

の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び内子町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３１８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２６年１１月１９日

３ 指定道路の位置

伊予郡松前町大字北黒田字比羅野６８７番５、６９０番４

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ４２．１７メートル

� 幅員 ４．２０メートル

�������
�愛媛県告示第１３１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

吉田町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２６年１１月２８日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

就 任

�愛媛県告示第１３１５号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

ガスクロマトグラフ飛行時間型質量
分析装置 一式

愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２６年１０月２８日
株式会社北浜製作所松
山営業所
松山市空港通七丁目１４
番４号－１０２

２９，７００，０００円 一般競争入札 平成２６年９月９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山東部環状線 松山市食場町乙９５番２地先 平成２６年１１月２８日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第３２号

平成２６年１１月１９日
伊予市八倉字白丸２８７番１

松山市味酒町三丁目２番地３
ロイヤルガーデン７０１号
日 山 勝 巳
日 山 真 美

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 堂 幸 典 宇和島市吉田町立間尻甲１１３０番地

〃 梅 本 恵 造 宇和島市吉田町知永４番耕地７０２番地
１

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号
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退 任

�������
�愛媛県告示第１３２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

吉田町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２６年１１月２８日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�愛媛県告示第１３２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 本 田 義 歳 宇和島市吉田町立間尻甲４７８番地

〃 清 水 浅一郎 宇和島市吉田町鶴間３９８番地

〃 槐 義 廣 宇和島市吉田町知永４番耕地７０３番地
２

〃 毛 利 信 介 宇和島市吉田町立間２番耕地１０３番地
３

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２番耕地１０１１番地

〃 薬師寺 三 成 宇和島市吉田町立間１番耕地８８９番地

〃 大 谷 重 善 宇和島市吉田町深浦３番耕地３４番地

〃 清 家 博 士 宇和島市吉田町法花津１番耕地３０５番
地

〃 赤 松 與 一 宇和島市吉田町法花津８番耕地２３０番
地

〃 松 下 健 一 宇和島市吉田町白浦１４５番地

〃 土 山 治 雄 宇和島市吉田町沖村甲１７７４番地２

〃 清 家 國 重 宇和島市吉田町沖村甲３１６３番地２

〃 宮 本 定 康 宇和島市吉田町白浦外甲６３９番地

〃 山 口 公太郎 宇和島市吉田町奥浦乙７２９番地

〃 土 居 久 忠 宇和島市吉田町南君１６０３番地

〃 浅 野 鹿 男 宇和島市吉田町南君６３５番地３

〃 鈴 木 作 典 宇和島市吉田町鶴間３９８番地

監 事 池 田 正 宇和島市吉田町立間尻甲４４１番地

〃 河 野 行 雄 宇和島市吉田町白浦１４５０番地

〃 西 口 雅 則 宇和島市吉田町奥浦甲１７５１番地１

〃 清 家 卓 宇和島市吉田町立間１番耕地２２７２番地

〃 毛 利 信 介 宇和島市吉田町立間２番耕地１０３番地
３

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２番耕地１０１１番地

〃 牧 野 栄 夫 宇和島市吉田町深浦３番耕地１６５番地

〃 酒 井 作 弥 宇和島市吉田町法花津６番耕地４３番地

〃 赤 松 與 一 宇和島市吉田町法花津８番耕地２３０番
地

〃 中 野 源 昭 宇和島市吉田町白浦１４５２番地

〃 土 山 源一郎 宇和島市吉田町沖村甲１６５５番地

〃 山 下 重 蔵 宇和島市吉田町河内甲５２４番地

〃 大久保 南海夫 宇和島市吉田町河内甲２１８番地

〃 奥 田 峰 男 宇和島市吉田町奥浦甲４０５番地

〃 早 尾 一 男 宇和島市吉田町南君４５４番地

〃 佐々木 稔 宇和島市吉田町南君２０９３番地１０

監 事 薬 師 寺 岩 夫 宇和島市吉田町浅川７７８番地２

〃 西 山 吉 和 宇和島市吉田町立間１番耕地１９４９番地

〃 清 家 康 久 宇和島市吉田町沖村甲１０５２番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵２５５０番２から

同町臼杵２５４５番１まで

旧 ５．６～２６．７ ０．１３３

新 ５．６～２２６．７ ０．１３３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 立石内子線
喜多郡内子町村前１８５２番２から

同町村前１７９９番２まで

旧 ６．０～１１．０ ０．０６４

新 １３．０～２１．２ ０．０６４

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号
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訓 令

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１７号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 立石内子線
喜多郡内子町村前１８５２番２から

同町村前１７９９番２まで
平成２６年１１月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬北５５８６番から

同町大瀬北５５８５番４まで
平成２６年１１月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜三瓶線
西予市三瓶町和泉字カワチ甲７０１番２地先から

同字甲７００番１地先まで
平成２６年１１月２８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 八幡浜三瓶線
西予市三瓶町和泉字カワチ甲７０１番２地先から

同字甲７００番１地先まで

旧 １１．５～４０．０ ０．０４６

新 １１．５～３２．０ ０．０４６

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号
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（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

県

民

生

活

課

１～４

省略

県

民

生

活

課

１～４

省略

５ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 資料提出要求（第４条第２

項、第１２条第１１項、不当景品

類及び不当表示防止法第１２条

の規定による権限の委任等に

関する政令（以下この部にお

いて「政令」という。）第１０

条第１項）

○ ５ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 違反業者に対する禁止若し

くは再発防止のための必要事

項又は公示その他必要事項の

指示（第７条）

○

２ 措置命令（第６条、第１２条

第１１項、政令第１０条第１項）

○ ２ 消費者庁長官に対する措置

請求（第８条、第１２条）

○

３ 報告の徴収及び立入検査

（第９条第１項、第１２条第１１

項、政令第１０条第１項）

○ ３ 報告の徴収及び立入検査

（第９条第２項

）

○

４ 消費者庁長官への報告（政

令第１０条第２項）

○

６～１４

省略

６～１４

省略

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者

局

長

専決者

部

長

課

長

課

長

補

佐

部

長

課

長

課

長

補

佐

総

務

県

民

課

１～１８

省略

総

務

県

民

課

１～１８

省略

１９ 不当

景品類

及び不

当表示

１ 資 料 提 出 要 求（第４条 第２

項、第１２条第１１項、不当景品類

及び不当表示防止法第１２条の規

定による権限の委任等に関する

○ １９ 不当

景品類

及び不

当表示
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公 告

公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機器の借入れ

� 借入物品名及び数量

一般撮影ＦＰＤシステム １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２７年３月１６日から平成３３年３月１５日まで

� 借入場所

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、平成２６年１２月１日から施行する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

防止法

の施行

に関す

る事務

政令（以下この部において「政

令」という。）第１０条第１項）

防止法

の施行

に関す

る事務

２

報告の徴収及び立入検査

（第９条第１項、第１２条第１１

項、政令第１０条第１項）

○ １ 違反業者及び関連事業者に対

する報告の徴収及び立入検査

（第９条第２項

）

○

２０～４４

省略

２０～４４

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、総務企画部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第４条第２項の規定に基づく

資料の提出の要求に関すること。

�の２ 不当景品類及び不当表示防止法第９条第１項の規定に基

づく報告の徴収及び立入検査に関すること。

�～	 省略

３～９ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、総務企画部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第９条第２項の規定に基

づく報告の徴収及び立入検査に関すること。

�～	 省略

３～９ 省略

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年１１月１０日
ＮＰＯ法人
ＳＨＡＲＥ ＬＩＦＥ ＤＥＳ
ＩＧＮ

山 本 康 弘 松山市日の出町２番２７号
本法人は、「留学生の住宅不足の解消」と「グ
ローバル化に対する日本人の能力の向上」「増
加する空き家の解消」「地域コミュニティの再
生」を目的とする。そのために、人と人、人と
地域、人と世界を繋げ、互いに学び合い成長で
きる場を創造することで、心豊かな生活を送る
ことができる世界を実現する。

愛 媛 県 報平成２６年１１月２８日 第２６２７号

１００６



愛媛県松山市春日町８３番地

愛媛県立中央病院

� 設置完了日

平成２７年３月１３日

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を借入期間の開始までに確実に納入でき

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

https://www.ebid-ppi.pref.ehime.jp/ebidPPIGPublish/EjPPIj

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

平成２６年１２月２２日（月）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、平成２７年１月５日（月）か

ら平成２７年１月８日（木）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、１月８日は午

後１時５９分まで））。

紙入札による場合は、平成２７年１月８日（木）午後１時５９分

まで。

� 開札の日時及び場所

平成２７年１月８日（木）午後２時００分

愛媛県公営企業管理局会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づ

き平成２６年１２月２２日（月）午後５時００分までに提出しなければ

ならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
	 その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Flat panel

detector radiography system，１ set

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，８ January２０１５

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

平成２６年１１月２８日 発行
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